





土地調?事業研究通訊 = Comparative Study of Cadastral






























































































作っている。したがって、同じ 1930 年代の地籍整理であっても、30 年代の前半をとらえ
るのか、30 年代の半ば以降に光をあてるのかでは、全く異なった像が結ばれるように思う
が、いかがであろうか。 
 それから、各報告は事業内容の復元に重点を置いているように見受けられた。これは、
研究の順序としては当然であるが、最終的には、事業の対象となった地域社会の対応をも
ぜひ視野に入れていただきたい。私の本でも、陳情書・請願書の類――地方新聞の報道、
檔案に綴じ込まれた文書――を使って、地域社会の受け止め方について触れているが、な
お十分とはいえず、より本格的な資料発掘を行なう必要があると思う。 
 一般に、中国近現代史研究は、制度や政策の内容、あるいはその決定過程に比重を置き
すぎるという不満を私は以前からもっている。そうした分析も重要ではあるけれども、い
ったん決定された政策が、地域社会におろされ執行されていく現場に視点を置かなければ、
その政策が生きて機能する姿をとらえられないのではないか、ということである。 
 たとえば、日本近代史では、明治日本の地租改正において、近世以来の日本の村落が保
有してきた、いわば「自治的」な団体的性格が、政策執行の受け皿になったことにしばし
ば論及されている。よく知られているように、当時の中国の村落は、日本の村社会とは異
なり組織性が希薄であって、政策執行の受け皿として日本と同じように機能することは期
待できない。国民政府が導入した保甲制度も、その内実はきわめて脆弱であった。この点
は、私の現在の研究テーマである食糧の戦時徴発や徴兵制度においても、深刻な阻害要因
になっていた。 
 その点からいえば、類似した政策を同じ方式、同じ技術を用いて実施したとしても、そ
れぞれの地域社会のあり方によって全く異なった結果をもたらしうる。さらに、これが政
策主体にもフィードバックされれば、政策の内容自体をも変化させていくだろうと思われ
る。今回の小林報告で提示された技術移転の問題についても、このような視点、つまり技
術が移植される土壌の相違がもたらす影響をみつめる視点が必要ではないか。 
 つまり地域社会論が重要だということであるが、地域社会論ということになれば、私の
89
専門の近現代史より明清史の方が盛んである。こうした意味でも、明清史の研究者が中心
になっている、この共同研究に大きな期待を寄せている。 
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